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介護老人保健施設における看取りのガイドライン

　
公益社団法人全国老人保健施設協会
学　術　委　員　会　　作成

　人は年齢と共に徐々に心身機能の低下や衰弱をきたし、在宅生活を継続していても終末期を迎えることとなり、その際に在宅における死、あるいは、在宅支援の一環として入退所を繰り返してきたなじみの介護老人保健施設で看取りが行われている。また、長期入所を余儀なくされる利用者も入所の経過中に終末期の状態に陥り、入所中の介護老人保健施設で最期を迎えることも増えてきている。社会的にも、死を迎える選択肢の場所として医療機関以外の在宅や介護施設等が徐々に選ばれつつある状況である。
　このような状況を踏まえ、看取りに対する施設の考え方や方針を明確に提示することが必要となっている。介護老人保健施設において尊厳ある質の高い看取りを行うことを目指し、かつ各介護老人保健施設における看取りの実施や指針作成を支援するために本ガイドラインを作成した。
1． 基本精神

　人生の終末を迎える際、人は終末期を過ごす場所及び行われる医療等について自由に選択できる環境が必要である。介護老人保健施設では、終末期にある利用者に対し、利用者本人（以下、本人）の意思と権利を最大限に尊重し、本人の尊厳を保つと共に、安らかな死を迎えるための終末期にふさわしい最善の医療、看護、介護、リハビリテーション等を行う。なお、これらの一連の過程を本ガイドラインでは「看取り」と定義するものとする。
2． 終末期の考え方
　多職種、家族等のチーム医療・ケアとの連携による医師の診断に基づいて、心身機能の障害や衰弱が著明で明らかに回復不能な状態であり、かつ近い将来確実に死に至ることが差し迫っている状態が、終末期と考えられる。しかし、終末期は、個々の病態において様々であり、本ガイドラインでは終末期の定義を定めるものではない。なお、終末期の医学的判断等にあたっては、当該施設管理医師の診断に加え、終末期医療の経験豊かな他の医師の診断を伴うことがより望ましい。
3． 本人の意思確認
　終末期においては特に看取りの場所（在宅、介護施設、医療機関等）の選択、終末期に際して行われる医療行為及び看取りのための看護、介護、リハビリテーション等の内容について本人の意思が最大限に尊重されなければならない。

これらに関する説明は、当該施設の利用開始時又は心身機能に著しい障害をきたした際等に、本人に対して施設管理医師が十分に行うものとし、本人の意思は、文書等で明確に示される必要がある。
4． 本人以外の意思確認

　本人の意思確認ができない場合には、当該施設管理者直轄に設置された「終末期ケア委員会」（※「終末期ケア委員会」の設置および業務については8,9にて後述）において、家族等の推定する本人の意思を尊重し、本人にとって最善の看取りを行うことを基本とする。なお、家族等とは、本人が信頼を寄せており、本人の終末期を支える存在であり、単に、法的な意味での親族関係のみに限定するものではない。

　家族等が本人の意思を推定できない場合には、「終末期ケア委員会」において家族等と十分に話し合い合意を形成した後、本人にとって最善の看取りを行うことを基本とする。

　家族等がいない場合及び家族等が判断を「終末期ケア委員会」に委ねる場合には、終末期ケア委員会は、看取りの妥当性、適切性等を慎重に判断して、本人にとって最善の看取りを行うことを基本とする。家族等が看取り委員会に判断を委ねる場合にも、その決定内容を説明し十分に理解を得る必要がある。
5． 説明と同意

　施設管理医師が、本人、家族等に対して、看護職員、介護職員、支援相談員、リハビリテーション専門職員等の多専門職種同席のもと、終末期ケアの内容について説明を行う。本人、家族等への説明責任、看取りに関する行為の全責任は、施設管理医師にある。最終的な意思の表示は、文書に記録し、文書は、本人、家族等に保管してもらうとともに、当該施設においては診療録と共に保存する。なお、身体状況や本人、家族等の心情の変化に応じるため、随時説明を行い、本人の同意を得ることを原則とする。
6． 看取りにおける医療

　施設管理医師は、当該施設において看取りの際の提供可能な医療行為を明示し、本人、家族等へ説明しなければならない。具体的に、提供可能な医療行為とは、酸素吸入、輸液（末梢静脈よりの点滴等）、喀痰吸引、その他必要な医療行為が考えられ、これらをわかりやすく説明し、理解を得ることが必要となる。なお、終末期の医療は緩和医療を基本とする。
7． 看取りの体制

　施設管理医師は主として終末期医療を担当し、さらに、休日、夜間等のオンコール体制や協力医療機関等との連携といった医療体制あるいは３６５日２４時間の看護職員配置等の看護体制等について本人、家族等に説明する。
当該施設管理者直轄の「終末期ケア委員会」を設置し、本人の意思と権利を守り、尊厳の保持に配慮した看取りを行う。
また、「終末期ケア委員会」の役割として、家族等への援助（看取りのあり方、宿泊設備の有無等）や尊厳ある看取りを行うための療養環境（専用個室の有無、愛着ある物の持ち込み等）についての十分な説明、支援を本人、家族等に対して行うものとする。なお、自宅での看取りや医療機関への転院等の希望がある場合には、地域の医療機関や居宅サービス事業所との連携等の援助方法を説明し、支援する。

8． 「終末期ケア委員会」の設置
　看取りを行う介護老人保健施設においては、施設管理医師、看護職員、介護職員、支援相談員、介護支援専門員等を含む施設管理者により任命された多専門職種によって構成される当該施設管理者直轄の「終末期ケア委員会」を設置しなければならない。なお、当該施設と利害関係のない外部の有識者が委員に加わることも推奨されるが、その際には、個人情報の適切な取扱いに留意する。
当委員会には、本人の意思や権利を最大限に遵守する義務があり、尊厳の保持に配慮した看取りが組織的に行われることを目的とする。
9． 「終末期ケア委員会」の業務

　当委員会は、本人、家族等の相談支援を含めた総合的な役割を担うものとし、具体的には以下の業務を行うものとする。
1 本人の意思又は家族等により推定される本人の意思を確認する。なお、看取りの実施の経過中、本人の意思又は家族等により推定される本人の意思に変化が生じうることに十分配慮し、意思の確認を随時行うものとする。
2 施設管理医師による看取りの説明の際には、当委員会の他の委員は、説明内容の確認及び説明記録の作成を行う。

3 看取りに際して行う医療等についての同意文書を診療録と共に保存する。

4 家族等への看取りに関する相談、支援を随時行う。
5 本人の意思又は家族等により推定される本人の意思に基づいて「終末期ケア計画」を立てる。

6 終末期ケア計画では、看取りに必要な各職種の業務の分担及び連携、協力方法を明記する。

7 終末期ケア計画に基づき、看取りを実施、管理する他、危篤時の連絡、家族等の支援、死亡時の援助、死亡診断書・死亡届の説明、埋葬に関する支援、遺品の引渡し等を行う。
8 看取りの実施にあたる職員に対して、終末期ケア計画の詳細、その他必要事項を説明し情報の共有化をはかると共に、指導、助言を行い、看取りの実施が適切に行われるよう管理する。
１０．看取りにおける看護・介護及び療養環境

　「終末期ケア委員会」の役割として、看取りを行うにあたり、提供可能な看護、介護、療養環境について、本人、家族等へ説明しなければならない。その際、本人及び家族等への精神的な援助、看取りを行う療養環境の整備、本人と家族等や他の利用者との関係性等を重視した対応を行うなど誠意ある真心こもった看取りの実施が大切である。以下に、具体的な項目を示す。
1 本人・家族等に対する援助

· 食事、入浴、排泄等の日常生活の支援
· 身体及び衣服、身の回りの清潔保持

· 体位変換、マッサージ等の身体援助
· 精神的、心理的援助

· 家族等と共に看取りが行われる為の支援
· 頻回な訪室等のきめ細やかな日常生活の支援
2 環境の整備

· 個室の用意

· 付き添いのための配慮

· 愛着ある物や写真の持ち込みや親しみある音楽等への配慮

3 死後の処置と各種手続きの相談及び援助　
· 死後の処置に対する家族等の希望の受け入れ

· 残された家族等の心理的苦痛に対する精神的支援
１１．職員教育

　当該施設においては、本人の立場に立った尊厳ある看取りの理念、方針、目的を理解するための研修、ミーティング等を適宜開催し、看取りが適切に行われるよう職員教育を実施する。
　なお、施設職員においては、必ずしも利用者の死に係わった経験が豊富である者ばかりではないため、施設職員に対して、人の死に対する重みや、死を目の当たりにすることによる喪失感等への精神的なサポートにも配慮されることが望ましい。

１２．「看取りに関する指針」の整備
　当該施設においては、各施設の実情に応じた「看取りに関する指針」を整備しなければならない。同指針には、当該施設の看取りに関する考え方、終末期の経過に対する考え方をはじめとして、本ガイドラインに示した内容が網羅されることが望ましい。






PAGE  
3

